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プラットフォーム経済の規範的かつ健全な発展

の促進に関する指導意見 

 

【要点】 

○ 中国国務院弁公庁は、2019年8月8日に「プラットフォーム経済の規範的かつ健全な発展の促進に

関する指導意見」（中国語名「关于促进平台经济规范健康发展的指导意见」、以下「指導意見」）

を発表した。 

○ 中国では、近年、インターネット、モノのインターネット（IoT）、ビッグデータ等の情報技術

を活用したプラットフォーム経済が急成長を遂げている。それを背景に、ネット通販の小売売上

高は、2019年1～6月期に前年同期比22％増の3.8兆元に達しており、小売売上高に占める割合も

20％まで上昇した。新たな成長分野とされるプラットフォーム経済の規範化・健全化により、資

源配分の最適化、産業構造の転換・高度化、産業間融合の加速、創業・革新の促進、個人消費の

拡大、雇用機会の創出等を図るために発表されたのが、この「指導意見」である。 

○ 「指導意見」では、5大取り組みが示された。具体的には、①市場参入条件の最適化と企業のコ

ンプライアンス・コストの削減（市場主体の登記手続きの利便化、参入規定・許認可の合理化、

新業態における標準体系の整備加速）、②監督管理の理念・方式の革新と包摂的かつ慎重な監督

管理の実施（新業態の特徴に合わせた公平・公正な監督管理方式の探索、プラットフォームが負

う責任の科学的・合理的な確定、公平な市場競争の維持、協同的な監督管理メカニズムの構築・

健全化、「インターネット＋監督管理」の推進）、 ③プラットフォーム経済の新業態の発展奨

励と新たな成長分野の育成加速（「インターネット＋サービス業」の積極的な推進、「インター

ネット＋生産」の発展促進、「インターネット＋創業・革新」のさらなる推進、ネットワークに

対するサポート能力の強化）、④プラットフォーム経済の発展環境の最適化と新業態の成長基盤

の強化（政府部門とプラットフォームとのデータ共有の強化、社会信用システムの健全化、良好

な政策環境の形成）、⑤プラットフォーム経済の参加者の法的権益に対する保護とその発展に対

する保障の強化（プラットフォームとそれを利用する経営者・従業員の法的権益に対する保護の

強化、プラットフォーム経済に関わる消費者権益の保護強化、関連する法制度の整備）、である。 
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【構成(概要)】 

「プラットフォーム経済の規範的かつ健全な発展の促進に関する指導意見」 

（国弁発[2019]38号） 

成立日：2019年8月1日、発表日：2019年8月8日 

1.市場参入条件の最適化と企業のコンプライアンス・コストの削減：①市場主体の登記手続きの利

便化(企業名称登記の規制緩和、経営範囲登記の規範化等)、②参入規定・許認可の合理化、③新

業態における標準体系の整備加速(新製品・サービスの市場参入を促す標準の制定等)。  

2.監督管理の理念・方式の革新と包摂的かつ慎重な監督管理の実施：①新業態の特徴に合わせた公

平・公正な監督管理方式の探索(方向性が見えてきた新業態へのオーダーメード監督管理方式の

導入等)、②プラットフォームが負う責任の科学的・合理的な確定（経営者情報の審査、製品・

サービスの品質保証、消費者権益の保護、ネットワーク・データの安全性保障等におけるプラッ

トフォームが負う責任の明確化等）、③公平な市場競争の維持(違法行為への取り締まりの強化

等)、④協同的な監督管理メカニズムの構築・健全化(「インターネット＋」行動等による関係官

庁・地域間や中央・地方政府間の協同的な監督管理の実施による効率性向上等)、⑤「インター

ネット＋監督管理」の推進(監督管理プラットフォームと企業プラットフォームの相互接続等)。 

3.プラットフォーム経済の新業態の発展奨励と新たな成長分野の育成加速：①「インターネット＋

サービス業」の積極的な推進(インターネット経由の医療・健康・教育・研修・介護・家事代行・

文化・観光・スポーツ等に係る事業に対する民間投資の拡大等)、②「インターネット＋生産」

の発展促進(インターネットプラットフォームと工業・農業生産とのさらなる融合の推進等)、③

「インターネット＋創業・革新」のさらなる推進、④ネットワークに対するサポート能力の強化。 

4.プラットフォーム経済の発展環境の最適化と新業態の成長基盤の強化：①政府部門とプラットフ

ォームとのデータ共有の強化(全国オンライン行政サービスプラットフォーム、国家「インター

ネット＋監督管理」システム等による市場主体の情報収集の強化等)、②社会信用システムの健

全化（全国信用情報共有プラットフォームのさらなる開放等）、③良好な政策環境の形成(プラ

ットフォームの革新的な発展と雇用創出に対する政策支援の強化等)。 

5.プラットフォーム経済の参加者の法的権益に対する保護とその発展に対する保障の強化：①プラ

ットフォームとそれを利用する経営者・従業員の法的権益に対する保護の強化、②プラットフォ

ーム経済に関わる消費者権益の保護強化、③プラットフォーム経済に関連する法制度の整備。  

  

＊中国語全文は、http://www.gov.cn/zhengce/content/2019-08/08/content_5419761.htm 

から入手可能（2019年9月11日アクセス） 

以 上 

●当レポートは情報提供のみを目的として作成されたものであり、取引の勧誘を目的としたものではありません。本資料は、当社が信頼できると判断した各種データに基づ
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